
 

東京都市計画地区計画の変更（東京都決定）（案） 

都市計画北青山三丁目地区地区計画を次のように変更する。 

名   称 北青山三丁目地区地区計画 

位   置 港区北青山三丁目地内 

面   積 約５．９ｈａ 

地区計画の目標 本地区は、都心と渋谷副都心とを結ぶ骨格的な幹線道路である青山通りに面するとともに、日本を代表する商

業集積地である表参道に近接する地区である。本地区内においては、青山通り沿道に業務・商業施設が立地する

一方で、その後背地には老朽化した都営住宅が立地している。 

また、本地区は、「東京都長期ビジョン（平成２６年）」において、「都営青山北町アパートを建替え、高層・集

約化するとともに、創出される用地を生かし、青山通り沿道との一体的なまちづくりを進める」とともに、「最先

端の文化・流行の発信拠点を形成する」としている。さらに、「港区まちづくりマスタープラン（平成２９年）」

では「青山通りなどの主要な幹線道路沿道では、都市の魅力やにぎわいを備えた商業、文化、交流等の多様な集

客機能及び業務機能の集積を更に促進する」とされており、「青山通り周辺地区まちづくりガイドライン（平成２

７年）」では、「土地の有効高度利用、にぎわい・文化施設等の機能集積、防災性を向上する魅力あるオープンス

ペースやまとまりある緑の確保により、エリアの拠点となる複合市街地を形成する」とされている。 

これらを踏まえ本地区では、都営住宅の建替えを契機とし、最先端の文化・流行の発信拠点として業務、商業、

文化、交流、居住等の都市機能が融合し、青山通り沿道の洗練されたにぎわいと西側市街地の落ち着きのある環

境とが共存した、魅力のある複合市街地を形成する。 
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土地利用の方針 青山通り沿道においては、気品のあるにぎわいを形成する。また、都営住宅の高層・集約化により創出された

用地を活用し、地域住民や来街者が訪れ、憩える開放的なオープンスペースを整備するとともに、質の高い民間

開発を誘導し、青山通り沿道と一体となった多様な都市機能を導入する。 

公共施設等の整備の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 広場の整備方針 

にぎわいや交流の拠点形成、生物多様性に配慮した緑のネットワークの強化及び地域の防災性の向上を図る

ため、西側市街地に面する位置に広場を整備する。 

また、広場と一体となってにぎわいを創出する歩行者ネットワークの形成を図る。さらに、植栽の維持管理

等をエリアマネジメント活動により行い、将来にわたり質の高い空間形成を図る。 

２ 歩行者ネットワークの整備方針 

本地区周辺からのにぎわいを誘引するとともに、周辺との回遊性を確保するため、多方面につながる歩行者

ネットワークを形成する。 

道路や広場間の歩行者ネットワークを多方面につなぎ、歩行者の利便性を確保するため、建物内外を活用し

Administrator
テキストボックス



 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び  
保
全
に
関
す
る
方
針  

公共施設等の整備の方針 

 

 

 

 

 

 

た歩行者通路を整備する。また、青山通りの歩道と沿道の空間が一体となった魅力ある街並みを形成するため、

歩道状空地を整備する。 

３ 道路等の整備方針 

車両の安全かつ円滑な交通処理を図るとともに、南青山側から渋谷区側の市街地をつなぐ歩行者の通行動線

の確保を図るため、区画道路１号を整備する。区画道路１号の広場に面する部分については広場の連続性に配

慮する。なお、災害時には広場への歩行者の避難動線や緊急車両等の動線を確保する。 

また、地区内の既存道路の通行機能を維持するとともに、安全で快適な歩行者ネットワークを形成するため、

適正な自転車歩行者専用化を図った区画道路２号を整備する。 

さらに、歩行者の安全性の確保と円滑な交通処理のため、地区内の駐車場を連絡する地区内車路を整備する。 

建築物等の整備の方針 １ 拠点となる複合市街地の形成を図るため、建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の

容積率の最低限度、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、建築物の建築面積の最低限

度及び建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。 

２ 道路沿道と一体となったゆとりある歩行者空間を確保するため、壁面の位置の制限及び壁面後退区域にお

ける工作物の設置の制限を定める。 

３ 拠点形成にふさわしい土地の有効高度利用を図るとともに、隣接する西側市街地の環境にも配慮し、建築

物等の高さの最高限度を定める。 

４ 青山通り沿道においては、にぎわいある街並みの連続性を創出するため、商業機能等を誘導するとともに、

その後背地においては、拠点形成を図るため、低層部に商業、公共公益及び生活支援機能等を誘導する。 

５ 環境負荷の低減を図るため、建築物の省エネルギー化を推進する。 

 
位   置 港区北青山三丁目地内 

面   積 約４．８ｈａ 
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土地利用に関する基本方針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 表参道駅や外苑前駅からの近接性や青山通りに面した立地特性をいかし、都営住宅の建替えを契機として、

業務、商業、文化、交流、居住等の多様な都市機能が立地する複合市街地の形成を図る。 

また、落ち着きのある西側市街地に面して、地域住民や来街者が訪れ、憩うことができ、防災性向上にも寄

与する開放的なオープンスペースを整備する。 

１ Ａ地区 

  Ａ地区においては、老朽化した都営住宅を高層・集約化して建替える。 

また、建替えによって生み出された用地を活用した質の高い民間開発の誘導により、多様なライフスタイ

ルへ適合した快適な居住環境を整備する。 

  １）Ａ－１地区では、都営住宅を整備し、低層部には保育園や児童施設等の子育て支援施設を導入する。 

  ２）Ａ－２地区では、都心居住施設やサービス付き高齢者向け住宅等を整備し、低層部にはにぎわい機能



 

土地利用に関する基本方針 の導入を図る。 
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２ Ｂ地区 

Ｂ地区においては、道路や広場等の公共施設整備とあわせて、都営住宅建替えによって生み出された用地

及び青山通り沿道を含めた土地の有効高度利用を図るとともに、多様な都市機能を導入し、文化・流行の発

信拠点を形成する。 

１）Ｂ－１地区では、良好な都市環境の創出に資する広場等のオープンスペースを確保する。また、業務

機能を中心に、にぎわいを創出する商業機能や多様な人材の滞在を受け入れ交流を生み出す宿泊機能、

文化・交流機能、公共公益機能等を整備することで、質の高い複合市街地の形成を図る。 

２）Ｂ－２地区では、青山通り沿道に緑豊かなオープンスペースや商業施設等のにぎわい機能を導入し、

低層建物として周辺の街並みに配慮する。 

主要な公共施

設の配置及び

規模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 

道 路 区画道路１号 ２３ｍ 約１６０ｍ － 新 設 

広 場 
広場１号 － － 約４，７００㎡ 新 設 

広場２号 － － 約６，０００㎡ 新 設 

 
位  置 港区北青山三丁目地内 

面  積 約４．８ｈａ 
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地区施設の 

配置及び規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種 類 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 

道 路 
区画道路２号 ５．８～６ｍ 約１３０ｍ － 新 設 

地区内道路 １０ｍ 約８０ｍ － 新 設 

その他の 

公共空地 

 

 

 

歩行者通路１号 ３ｍ 約１９０ｍ － 新 設 

歩行者通路２号 ４ｍ 約６０ｍ － 新 設 

歩行者通路３号 ４ｍ 約９０ｍ － 新 設 

 歩道状空地 ４ｍ 約１２０ｍ － 新 設 

 
地区内車路 ６ｍ 約２５０ｍ － 

新 設 

（一部地下） 



 

  地区の
区分 名 称 

Ａ地区 Ｂ地区 
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Ａ－１地区 Ａ－２地区 Ｂ－１地区 Ｂ－２地区 

面 積 約１．１ｈａ 約０．８ｈａ 約２．７ｈa 約０．２ｈa 

建築物等の用途の制限  次の各号に掲げるものは建築してはならない。 

１ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表

第二（へ）項に掲げるもの 

２ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項

各号に掲げる風俗営業の用に供するもの及び同条

第５項に掲げる性風俗関連特殊営業の用に供する

もの 

 次の各号に掲げるものは建築してはならない。 

１ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第

二（ぬ）項に掲げるもの 

２ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項各号

に掲げる風俗営業の用に供するもの及び同条第５項

に掲げる性風俗関連特殊営業の用に供するもの 

 

建築物の容積率の 

最高限度 
－ 

１０分の７７ 

ただし、１００分の１７

以上を宿泊施設の用途とす

る。 

１０分の２０ 

建築物の容積率の 

最低限度 
－ １０分の５０ １０分の１０ 

建築物の建蔽率の 

最高限度 
－ １０分の６ １０分の６ 

建築物の敷地面積の 

最低限度 
１，０００㎡ ５，０００㎡ ５００㎡ 

 建築物の建築面積の 

最低限度 
－ ３，０００㎡ ２００㎡ 

  

壁面の位置の制限 

 

 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、次の各号の一に該当する建築物及びそれらに附帯する建築物の部分

を除き、計画図に示す壁面の位置の制限を越えて建築してはならない。 

１ 歩行者の安全性、快適性を確保するために必要なひさし、駐車場の用に供する車路出入口 

２ 建築物に附属する門、塀その他これらに類するもの 
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壁面後退区域における
工作物の設置の制限 

－ 

壁面後退部分には、垣、柵、広告物、看板その他これ

らに類する歩行者の通行の妨げとなるような工作物を

設置してはならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合はこの限りではない。 

１ 花壇、植栽等 

２ 自転車シェアリングのサイクルポート等で公益上

必要なもの 

３ にぎわい創出に資するオープンカフェ等の運営上

必要で撤去可能なテーブル、イス、日除け傘等 

４ 建築物の保安及び管理上やむを得ないもの 

建築物等の高さの 

最高限度 

７０ｍ 

 ただし、建築基準法

施行令第２条第１項第

６号に定める高さとす

る。 

９０ｍ 

 ただし、建築基準法

施行令第２条第１項第

６号に定める高さとす

る。 

１８０ｍ 

ただし、建築基準法施

行令第２条第１項第６号

に定める高さとする。 

３０ｍ 

ただし、建築基準法施

行令第２条第１項第６

号に定める高さとする。 

  

建築物等の形態又は 

色彩その他の意匠の 

制限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は原色を避け、周辺環境に配慮した色調とする。 

２ 屋外広告物は、歩行者空間に配慮するとともに、周辺の都市景観と調和のとれたものとする。 

 建築物の容積率の最高限度には、建築基準法第５２条第１４項第１号に基づく東京都容積率の許可に関する取扱基準（平成１６年３月４日１５都市建市

第２８２号）Ⅱ３（１）（３）の用途に供する部分を除くことができる。 

 

 「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計画の区域、主要な公共施設の配置、地区施設の配置、地区の区分及び壁面の位置の制限は、計画図

表示のとおり」 

 

理由：市街地再開発事業による土地利用転換の動きに合わせて、公共施設の整備を図りつつ、土地の合理的かつ健全な高度利用と業務、商業等の都市機能の

集積及び大規模な広場の拡張による都市環境の増進を図るため、地区計画を変更する。 

  



 

変更概要                                             ※     は、変更箇所及び追加箇所を示す。 

名    称 北青山三丁目地区地区計画 
 

事  項 旧 新 摘 要 

面  積 約５．８ｈａ 約５．９ｈａ 

地区計画

区域の拡

大に伴う

変更 

地区計画の目標 本地区は、都心と渋谷副都心とを結ぶ骨格的な幹線

道路である青山通りに面するとともに、日本を代表する

商業集積地である表参道に近接する地区である。本地区

内においては、青山通り沿道に業務・商業施設が立地す

る一方で、その後背地には老朽化した都営住宅が立地し

ている。 

また、本地区は、「東京都長期ビジョン（平成２６年）」

において、「都営青山北町アパートを建替え、高層・集

約化するとともに、創出される用地を生かし、青山通り

沿道との一体的なまちづくりを進める」とともに、「最

先端の文化・流行の発信拠点を形成する」としている。

さらに、「青山通り周辺地区まちづくりガイドライン（平

成２７年）」では、「土地の有効高度利用、にぎわい・文

化施設等の機能集積、防災性を向上する魅力あるオープ

ンスペースやまとまりある緑の確保により、エリアの拠

点となる複合市街地を形成する」とされている。 

これらを踏まえ本地区では、都営住宅の建替えを契機
とし、最先端の文化・流行の発信拠点として業務、商業、
文化、交流、居住等の都市機能が融合し、青山通り沿道
の洗練されたにぎわいと西側市街地の落ち着きのある環
境とが共存した、魅力のある複合市街地を形成する。 

本地区は、都心と渋谷副都心とを結ぶ骨格的な幹線道

路である青山通りに面するとともに、日本を代表する商

業集積地である表参道に近接する地区である。本地区内

においては、青山通り沿道に業務・商業施設が立地する

一方で、その後背地には老朽化した都営住宅が立地して

いる。 

また、本地区は、「東京都長期ビジョン（平成２６年）」

において、「都営青山北町アパートを建替え、高層・集約

化するとともに、創出される用地を生かし、青山通り沿

道との一体的なまちづくりを進める」とともに、「最先端

の文化・流行の発信拠点を形成する」としている。さら

に、「港区まちづくりマスタープラン（平成２９年）」で

は「青山通りなどの主要な幹線道路沿道では、都市の魅

力やにぎわいを備えた商業、文化、交流等の多様な集客

機能及び業務機能の集積を更に促進する」とされてお

り、「青山通り周辺地区まちづくりガイドライン（平成２

７年）」では、「土地の有効高度利用、にぎわい・文化施

設等の機能集積、防災性を向上する魅力あるオープンス

ペースやまとまりある緑の確保により、エリアの拠点と

なる複合市街地を形成する」とされている。 

これらを踏まえ本地区では、都営住宅の建替えを契機

とし、最先端の文化・流行の発信拠点として業務、商業、

文化、交流、居住等の都市機能が融合し、青山通り沿道の

洗練されたにぎわいと西側市街地の落ち着きのある環境

とが共存した、魅力のある複合市街地を形成する。 
 

上位計画

に基づく

変更 
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公共施設等の整備の 

方針 

１ 広場の整備方針 

にぎわいや交流の拠点形成、緑のネットワークの強

化及び地域の防災性の向上を図るため、西側市街地

に面する位置に広場を整備するとともに、維持管理

等をエリアマネジメント活動により行い、将来にわ

たり質の高い空間形成を図る。 

２ 歩行者ネットワークの整備方針 

本地区周辺からのにぎわいを誘引するとともに、

周辺との回遊性を確保するため、多方面につながる

歩行者ネットワークを形成する。 

３ 道路等の整備方針 

地区内の円滑な交通処理を図るとともに、本地区と

周辺地域をつなぐ歩行者の通行動線確保のため、道

路空間を形成する。 

 

１ 広場の整備方針 

にぎわいや交流の拠点形成、生物多様性に配慮した

緑のネットワークの強化及び地域の防災性の向上を

図るため、西側市街地に面する位置に広場を整備す

る。 

また、広場と一体となってにぎわいを創出する歩行

者ネットワークの形成を図る。さらに、植栽の維持管

理等をエリアマネジメント活動により行い、将来にわ

たり質の高い空間形成を図る。 

２ 歩行者ネットワークの整備方針 

本地区周辺からのにぎわいを誘引するとともに、周

辺との回遊性を確保するため、多方面につながる歩行

者ネットワークを形成する。 

道路や広場間の歩行者ネットワークを多方面につ

なぎ、歩行者の利便性を確保するため、建物内外を活

用した歩行者通路を整備する。また、青山通りの歩道

と沿道の空間が一体となった魅力ある街並みを形成

するため、歩道状空地を整備する。 

３ 道路等の整備方針 

車両の安全かつ円滑な交通処理を図るとともに、南

青山側から渋谷区側の市街地をつなぐ歩行者の通行

動線の確保を図るため、区画道路１号を整備する。区

画道路１号の広場に面する部分については広場の連

続性に配慮する。なお、災害時には広場への歩行者の

避難動線や緊急車両等の動線を確保する。 

また、地区内の既存道路の通行機能を維持するとと

もに、安全で快適な歩行者ネットワークを形成するた

め、適正な自転車歩行者専用化を図った区画道路２号

を整備する。 

さらに、歩行者の安全性の確保と円滑な交通処理の

ため、地区内の駐車場を連絡する地区内車路を整備す

る。 
 

 

 

 

 

地区整備

計画の追

加に伴う

変更 
 



 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

建築物等の整備の方針 １ 拠点となる複合市街地の形成を図るため、建築物
等の用途の制限、建築物の敷地面積の最低限度、壁
面の位置の制限及び建築物等の形態又は色彩その他
の意匠の制限を定める。 

２ 拠点形成にふさわしい土地の有効高度利用を図る
とともに、隣接する西側市街地の環境にも配慮し、
建築物等の高さの最高限度を定める。 

３ 青山通り沿道においては、にぎわいある街並みの
連続性を創出するため、商業機能等を誘導するとと
もに、その後背地においては、拠点形成を図るた
め、低層部に商業、公共公益及び生活支援機能等を
誘導する。 

４ 環境負荷の低減を図るため、建築物の省エネルギ
ー化を推進する。 

１ 拠点となる複合市街地の形成を図るため、建築物
等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築
物の容積率の最低限度、建築物の建蔽率の最高限
度、建築物の敷地面積の最低限度、建築物の建築面
積の最低限度及び建築物等の形態又は色彩その他の
意匠の制限を定める。 

２ 道路沿道と一体となったゆとりある歩行者空間を
確保するため、壁面の位置の制限及び壁面後退区域
における工作物の設置の制限を定める。 

３ 拠点形成にふさわしい土地の有効高度利用を図る
とともに、隣接する西側市街地の環境にも配慮し、
建築物等の高さの最高限度を定める。 

４ 青山通り沿道においては、にぎわいある街並みの連
続性を創出するため、商業機能等を誘導するととも
に、その後背地においては、拠点形成を図るため、低
層部に商業、公共公益及び生活支援機能等を誘導す
る。 

５ 環境負荷の低減を図るため、建築物の省エネルギ
ー化を推進する。 

地区整備

計画の追

加に伴う

変更 

   再開発等促進区           

 

面  積 約３．９ｈａ 約４．８ｈａ 

再
開
発
等
促
進
区 

土地利用に関する 

基本方針 

２ Ｂ地区 

Ｂ地区においては、文化・流行の発信拠点の形成

に資する機能の導入を図る。 

 

２ Ｂ地区 

Ｂ地区においては、道路や広場等の公共施設整備

とあわせて、都営住宅建替えによって生み出された

用地及び青山通り沿道を含めた土地の有効高度利用

を図るとともに、多様な都市機能を導入し、文化・

流行の発信拠点を形成する。 

１）Ｂ－１地区では、良好な都市環境の創出に資

する広場等のオープンスペースを確保する。ま

た、業務機能を中心に、にぎわいを創出する商

業機能や多様な人材の滞在を受け入れ交流を生

み出す宿泊機能、文化・交流機能、公共公益機

能等を整備することで、質の高い複合市街地の

形成を図る。 

２）Ｂ－２地区では、青山通り沿道に緑豊かなオー

プンスペースや商業施設等のにぎわい機能を導入

し、低層建物として周辺の街並みに配慮する。 



 

 主要な公

共施設の

配置及び

規模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 

地区整備

計画の追

加に伴う

変更 

再
開
発
等
促
進
区 

 

道路 － － － － － 

区画 

道路 

１号 

２３ｍ 約１６０ｍ － 新 設 

広 場 

広場 － － 約４，７００㎡ 新 設 
広場 

１号 
－ － 約４，７００㎡ 新 設 

－ － － － － 
広場 

２号 
－ － 約６，０００㎡ 新 設 
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計
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地
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面   積 約３．９ｈａ 約４．８ｈａ 

 

種 類 名 称 幅 員 延 長 面 積  備 考 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 

道路 

－ － － － － 

区画 

道路 

２号 

５．８

～６ｍ 
約１３０ｍ － 新 設 

地区内

道路 

１号 

１１ｍ 約１６０ｍ － 既 設 － － － － － 

地区施設

の配置及

び規模 

地区内

道路 

２号 

１０ｍ 約８０ｍ － 新 設 
地区内 

道路 
１０ｍ 約８０ｍ － 新 設 

 
歩行者

通路 
３ｍ 約１９０ｍ － 新 設 

歩行者 

通路 

１号 

３ｍ 約１９０ｍ － 新 設 

その他の 

公共空地 

－ － － － － 

歩行者 

通路 

２号 

４ｍ 約６０ｍ － 新 設 

 

－ － － － － 

歩行者 

通路 

３号 

４ｍ 約９０ｍ － 新 設 

 
 － － － － － 

歩道状 

空地 
４ｍ 約１２０ｍ － 新 設 



 

地
区
整
備
計
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地区施設
の配置及
び規模 

 

その他の 

公共空地 

－ － － － － 
地区内 

車路 
６ｍ 約２５０ｍ － 

新 設 

（一部 

地下） 

地区整備

計画の追

加に伴う

変更 

建築物等

に関する

事項 

 

地区の

区分 

名称 
Ｂ地区 Ｂ地区 

地区整備

計画の追

加 

－ Ｂ－１地区 Ｂ－２地区 

面積 約２．０ｈa 約２．７ｈa 約０．２ｈa 

建築物等の 

用途の制限 
－ 

 次の各号に掲げるものは建築してはならない。 

１ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第二

（ぬ）項に掲げるもの 

２ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項各号に

掲げる風俗営業の用に供するもの及び同条第５項に

掲げる性風俗関連特殊営業の用に供するもの 

建築物の容積

率の最高限度 
－ 

１０分の７７ 

ただし、１００分の１７
以上を宿泊施設の用途とす
る。 

１０分の２０ 

建築物の容積

率の最低限度 
－ １０分の５０ １０分の１０ 

建築物の建蔽

率の最高限度 
－ １０分の６ １０分の６ 

建築物の敷地

面積の最低限

度 

－ ５，０００㎡ ５００㎡ 

建築物の建築

面積の最低限

度 

－ ３，０００㎡ ２００㎡ 



 

地
区
整
備
計
画 

 

 

建築物等

に関する

事項 

 

壁面の位置の

制限 
－ 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、次の各号の

一に該当する建築物及びそれらに附帯する建築物の部

分を除き、計画図に示す壁面の位置の制限を越えて建築

してはならない。 

１ 歩行者の安全性、快適性を確保するために必要なひ

さし、駐車場の用に供する車路出入口 

２ 建築物に附属する門、塀その他これらに類するもの 

 

壁面後退区域

における工作

物の設置の 

制限 

－ 

壁面後退部分には、垣、柵、広告物、看板その他これ

らに類する歩行者の通行の妨げとなるような工作物を

設置してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該

当する場合はこの限りではない。 

１ 花壇、植栽等 

２ 自転車シェアリングのサイクルポート等で公益上

必要なもの 

３ にぎわい創出に資するオープンカフェ等の運営上

必要で撤去可能なテーブル、イス、日除け傘等 

４ 建築物の保安及び管理上やむを得ないもの 

 

 

 

地区整備

計画の追

加 

建築物等の高

さの最高限度 
－ 

１８０ｍ 

ただし、建築基準法施
行令第２条第１項第６号
に定める高さとする。 

３０ｍ 

ただし、建築基準法施
行令第２条第１項第６号
に定める高さとする。 

建築物等の形
態又は色彩そ
の他の意匠の
制限 

－ 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は原色を避

け、周辺環境に配慮した色調とする。 

２ 屋外広告物は、歩行者空間に配慮するとともに、周

辺の都市景観と調和のとれたものとする。 

 



 

欄 外 

 

 

 

 

 「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計

画の区域、主要な公共施設の配置、地区施設の配置、地区

の区分及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 

 

理由：老朽化した都営住宅を高層・集約化することによる

土地の有効高度利用及び都市機能の更新並びに大規

模な広場の創出による都市環境の増進を図るため、地

区計画を決定する。 

 

建築物の容積率の最高限度には、建築基準法第５２条第

１４項第１号に基づく東京都容積率の許可に関する取扱

基準（平成１６年３月４日１５都市建市第２８２号）Ⅱ３

（１）（３）の用途に供する部分を除くことができる。 

 

 「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計

画の区域、主要な公共施設の配置、地区施設の配置、地区

の区分及び壁面の位置の制限は、計画図表示のとおり」 

 

理由：市街地再開発事業による土地利用転換の動きに合わ

せて、公共施設の整備を図りつつ、土地の合理的かつ

健全な高度利用と業務、商業等の都市機能の集積及び

大規模な広場の拡張による都市環境の増進を図るた

め、地区計画を変更する。 

 

地区整備

計画の追

加に伴う

変更 

 










